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《論　文》
競技団体のガバナンス回復過程の検証
―全日本柔道連盟の改革とその経緯（第一部）―
藤原　庸介
The description and documentation of governance recovery process 
of a national governing body of sport in Japan
Details of the reforms of All Japan Judo Federation （Part One）
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Abstract
15 top-ranked Japanese female Judo athletes raised their voice about the violence by the head 
coach in 2012 after the London Olympic Games, and they filed protest against All Japan Judo 
Federation (AJJF). At almost the same time AJJF’s diversion of government subsidy was brought 
to light by media. Public Interest Corporation Commission of the Japanese government warned 
AJJF for deprivation of the status as the public interest corporation unless they reform and restore 
both financial and organizational structure within 40 days. 
AJJF had been a closed society since its establishment in 1949, and the executive board had 
excluded female for 74 years. The management, however, of AJJF had realized that the crisis was 
real and they had nominated outside and female directors to the board, of which I was one. Here I 
describe the actual internal process and  procedures of the reforms and restructuring of AJJF, 
showing some of the original documentation concerning the first half of the ‘reformation period’, 
which is from June to late August 2013. I hope this will be useful for the future studies on the 
governance of NGBs of sports.
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はじめに
日本の女子柔道のトップ選手15人が，監督の
暴力など不当な行為があったとして2012年12
月に日本オリンピック委員会（以下「JOC」と
いう）に対して事実の調査と全日本柔道連盟
（以下「全柔連」という）に対する処分を求め
た。この事件をきっかけに2013年 4 月25日，日
本オリンピック委員会（JOC），日本体育協会
（日体協），日本障害者スポーツ協会，全国高
等学校体育連盟（高体連），日本中学校体育連
盟（中体連）の 5 団体が「スポーツ界における
暴力行為根絶宣言」を採択するなど，日本のス
ポーツ界の長期間にわたる暗部であった暴力や
学校での体罰の問題に注目が集まるようになり，
その解決に向けた様々な取り組みが始まる契機
となった。
この事案では，JOCが全柔連に対して強化交
付金の差し止め処分を行ったほか，全柔連が公
益財団法人であることから，監督官庁である内
閣府が公益社団法人及び公益財団法人の認定等
に関する法律（公益法人認定法）に基づき期間
を定めて是正措置をとるよう求め，公益認定の
取り消しを視野に入れた勧告を行った。全柔連
は勧告の趣旨に沿って組織改革を進めるとと
もに，公益法人認定法に定める認定基準のうち
「公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎及
び技術的能力」に欠けているという指摘に対応
するため，組織や定款・規程の根本的改革を実
施に移した。
全柔連の組織改革を機として競技団体の運営
や組織のあり方についても議論が盛んに行われ
るようになった。2018年には日本大学アメリカ
ンフットボール部の選手による悪質なタックル
事件，アジア大会出場のバスケットボール選手
による買春事件，ボクシング連盟の補助金不正
流用事件など，様々なレベルの問題が明るみに
出た事を契機に，スポーツ団体が順守すべき規
範を定めた「ガバナンスコード」を国が新たに
制定することを求める提言も出されるに至った。
これら一連の出来事の中で全柔連の事案は，
公益法人認定法第28条第 1 項に基づく内閣府の
勧告という公益法人制度改革以来初めての監督
行為であると同時に，後に内閣府公益認定等委
員会からその勧告に沿った措置の内容と改革の
効果を高く評価された事案でもあった。
しかし，全柔連が組織を立て直し運営を正常
化するために如何なる内容の改革をどのような
手順で実施したのかに関してまとまった資料は
存在しない。今回，研究資料として本稿を執筆
するに至ったのは，全柔連がごく短期間に策定
し実行に移した改革の経緯と内容が，日本の他
の競技団体のガバナンス回復と運営の透明化に
資すると考えたからである。同時に，全柔連の
外部理事としてこの改革に直接携わった筆者が
記録を残すことにも意義があるという気持ちも
あった。
女子選手たちに対するJOCの調査の内容に関
しては，流通経済大学スポーツ健康科学部紀要
に論文として掲載されたが 1 ），いわゆる「暴力
事件」後の全柔連の改革に関する研究や資料
は少ない。辻口・堀田（2014）に全柔連の評議
員会の改革に焦点をあてた貴重な叙述があるが，
惜しむらくは紙数の関係で改革の他の点につ
いては概説にとどまっている。今後，日本のス
ポーツ団体やチームのガバナンスや，その地域
的・歴史的特性などを研究する際に本稿が研究
資料として役立つことを希望するものである。
全柔連のガバナンス回復に関する資料は全体
ではかなりの分量になるため，本稿では「第一
35競技団体のガバナンス回復過程の検証
部」として，暴力問題の発覚から，新日鉄住金
会長の宗岡正二氏が全柔連新会長として就任し
新体制が発足する2013年 8 月21日までの時期を
扱う。
ガバナンスという言葉
スポーツ団体のガバナンスという表現が研
究でもメディアでもよく見られるようになっ
た。ガバナンスということばはラテン語の
gubernare，つまり船の操舵をすることに由来
するが，その定義については菅井（2014），堀
（2014），堀（2017）でさまざまな学説や用例が
紹介されている。菅井（2014）は，国連開発
計画（United Nations Development Program: 
UNDP），国際オリンピック委員会のオリンピッ
ク憲章（Olympic Charter）にあるオリンピズム
の根本原則，それに菅井の引用するLeopkeyの
3 つの考え方を基礎にして，「（オリンピック・
レガシーの追求というコンテクストにおいて）
国・都市・地方による経済・政治・行政的権威
の様相を解析し，それを構成するメカニズム・
過程・制度を研究すること」とガバナンスを定
義して論文を組み立てている。
また堀（2017）は，国家が国民を統治し行政
機関が管理運営するという縦系列の「ガバメン
ト」に相対する概念としてガバナンスを説明
している。ガバナンスの定義としては，「非・
国家（各種政府） や非・行政機関が国家（各
種政府）・行政機関と対等な関係で公共サービ
スや規制活動等を担い，両者の関係性は非独
占・開放的なノン・ヒエラルキー的・水平関係
と特徴づけることができるもの」とする。さ
らに日本スポーツ仲裁機構（JSAA）のガバ
ナンス・ガイドブックの内容が，オリンピッ
ク・ソリダリティーのスポーツ・アドミニスト
レーター養成コース用の基本テキスト（Sport 
Administration Manual 2010年版）のマネジメ
ントの部分のテーマと重なることを根拠として，
日本で一般に言われるスポーツ団体のガバナン
スとは，ガバナンスではなくマネジメントある
いはグッド・マネジメントに近いものだと指摘
している。
本稿では日本で広く行われているように「競
技団体のガバナンス」という表現を用いている
が，ここで言うガバナンスとは菅井や堀の定義
するものよりはるかに狭い，グッド・マネジメ
ントに近い，狭義のガバナンスであることを先
に記しておく。
第Ⅰ部　問題の発覚から公益認定等
　　　　委員会への第 1 回報告まで
問題の発生と発覚
この問題の発端は，2012年 8 月に開催された
ロンドンオリンピックで女子代表チーム監督を
務めた園田隆二氏について，同年11月 5 日に全
柔連が2016年リオデジャネイロオリンピックま
での監督留任を決めた事にあった。女子の強化
選手の大半は園田監督の指導法に疑問を持って
いたが，ロンドンオリンピック後に監督が交代
すると考えて我慢していたことが後の聞き取り
調査でも明らかになっている。園田氏の留任は
女子強化選手たちの多くにとって辛抱しかねる
問題であり，いわば彼女たちの堪忍袋の緒が切
れたための告発だったと言える。
選手たちはまず，女子柔道の先輩でありJOC
女性専門部会長である筑波大学准教授の山口香
氏に相談し，その上で告発文書を作成して12月
14日にJOCに対して提出した。JOCは告発の事
実を公表しないまま内々に調査を開始した。問
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題が世間に広く知られるようになった発端は，
2013年 1 月29日に選手たちの告発の事実を共同
通信が報じたことだった。
全柔連は事実を客観的に認定するため， 2 月
19日，「柔道女子暴力的指導問題に対する第三
者委員会」を立ち上げた。一方，選手たちから
問題の解決を求められたJOCもプロジェクトを
設置して 2 月12日から 3 月 8 日にかけて選手，
コーチ，監督からの詳細な聞き取り調査を行っ
た。2 ）
その最中の 3 月14日には，今度は全柔連の指
導実態のない複数の指導者が独立行政法人日本
スポーツ振興センター（JSC）からの助成金を
受給し，強化委員会がその一部を強化留保金と
して拠出させ助成の目的外に使っていたことが
発覚した。この問題に関しても全柔連は 3 月26
日，外部の弁護士と会計士からなる「振興セン
ター助成金問題に関する第三者委員会」の設置
を決め事実の調査を行った。
3 月19日，JOCは暴力問題に関し上記プロ
ジェクトの調査結果を踏まえて全柔連に対する
処分を発表した。処分内容は2013年度の強化交
付金の交付停止処分に加え，13項目の具体的な
改善勧告がつけられていた。3 ）
公益認定等委員会への報告を軽視した全柔連
公益法人制度の抜本的改革を目指す政府の方
針により，2008年12月に公益法人認定法による
新制度が開始された。全柔連は2012年 4 月に
「公益財団法人」として内閣府公益認定等委員
会の監督下に入った。
上述の事件を受けて公益認定等委員会は2013
年 5 月 2 日付で全柔連に対し「暴力事案」と
「助成金問題」の二つの問題に関する報告を求
めた。これに対して当時の全柔連事務局が委員
会に出した報告書は，A4の用紙 2 枚の簡単な
ものであり，二つの第三者委員会の出した結論
を反映しておらず，暴力問題に関するJOCの調
査結果も踏まえないものであった。また全柔連
理事会の承認も得ていなかった。4 ）
公益認定等委員会は，全柔連のこの報告書
が「事実関係を真摯に報告する内容となってい
ない」と厳しく批判し， 6 月 5 日付で全柔連が
「公益法人として，今回のような不祥事案に対
する自浄能力を備えていること」を委員会に示
すために「対外的にも責任をもって説明できる
内容（の報告書）を作成・提出」することを強
く求めた。5 ）
全柔連は 6 月25日に報告書を再提出した。そ
の前日24日に全柔連は2013年度第 3 回理事会を
開きほぼ 3 時間にわたって主に報告書の件を協
議している。議事録によると事務局の作成した
報告案に関し理事や監事から意見は出されてい
るが，いずれも字句の修正意見にとどまってい
る。6 ）
この報告書も，暴力，助成金，理事によるセ
クハラの 3 つの問題について具体的な改善策に
欠けたものであったことから，ついに 7 月23日，
公益認定等委員会から公益認定の取り消しを
視野に入れた勧告処分を課される結果になった。
稲田朋美内閣府特命担当大臣から上村春樹会長
に勧告書が手渡され，全柔連は執行部，理事会，
評議員会，事務局のすべてが進退窮まった状態
に陥った。
この危機を招いたのは，新たな公益法人制度
における内閣府の監督権限の大きさや事態の重
大さを当時の全柔連事務局が理解していなかっ
たことと，執行部や理事会に十分に諮らず，事
務局がその場しのぎの言い訳と対処に終始した
曖昧な内容の報告書を作成したことが主な理由
37競技団体のガバナンス回復過程の検証
であった。また公益財団法人という組織論から
すれば，事務局を制御できなかった執行部と理
事会，さらに組織の最高機関としての立場をよ
く理解していなかった評議員会にも応分の責任
があると言える。全柔連はここに至って根本的
な改革を，極めて短期間でやり遂げなければな
らない状態に追い詰められた。
内閣府勧告以前の全柔連の改革
全柔連の改革は，上村前会長の下で2013年 4
月に「改革・改善実行プロジェクト」を立ち上
げ，その枠組みの中で暴力の根絶，指導者資格
の整備，組織改革，強化における選手の所属団
体との連携改善，子どもへの指導の改善，内部
通報制度の開始などが，それぞれのプロジェク
トや分科会で別々に進められていた。このうち
組織改革については 6 月11日の理事会で，常務
理事会の設置や女性理事の登用の件が話し合わ
れているが，その他の件については具体策が提
示されないまま検討案件として先送りになっ
ていたのが実情だった。「改革・改善実行プロ
ジェクト」の成果としては， 6 月25日の2013年
度第 1 回定時評議員会で1949年に全柔連が設立
されて以来，初めての女性理事と外部理事が任
命されたことなどがあるが，実効は限られてい
た。
これら新理事選任後，最初の理事会となった
7 月 9 日の第 4 回理事会では，「改革促進タス
クフォース」7 ）の発足について報告がなされて
いる。このタスクフォースは，全柔連の従来の
委員会やプロジェクトを横断的に見て改革を促
進することを目的としていた。この理事会で，
後に宗岡新体制下で事務局長となった宇野博昌
理事（当時）は，「改革促進タスクフォースの
目的は，改革・改善実行プロジェクト促進のた
めの組織であり，外部理事や女性理事から今ま
でにない角度から指摘をしていただき改革を促
進」するのが目的であり，「各プロジェクトの
責任者と連携しながら進捗状況の確認をしてマ
スコミに随時発表をしていく」ものだと述べて
いる。また筆者は「タスクフォースは，各プロ
ジェクトの調整をしていくコンサルタントチー
ムのような存在であり，急ぎの案件について進
捗を促したり案文作りの手助けをしたり」する
のが目的だと理事会で語っている。8 ）
この 2 週間後に内閣府から勧告処分を受けた
ことにより，成り行き上「タスクフォース」が
前面に立って全柔連の組織の根本的な構造を大
急ぎで変えざるをえなくなった。
内閣府勧告の内容
内閣府の勧告は次の 3 つを骨子としている。
①柔道の普及と振興を実施するために公益法人
に相応しい構造（技術的能力）と経理基盤（経
理的基礎）を持った組織に作り直す事，②第三
者委員会が問題として指摘した助成金6055万円
をJSCにすぐに返還すること，③一連の事態に
ついて，執行部，理事会，監事，評議員会の責
任を明らかにして適切な措置を講じ，新たな体
制を構築すること。9 ）
そして改革を実行し報告する期限は，僅か39
日後の 8 月末日となっていた。
日本スポーツ振興センター助成金の返還と
補填
全柔連がまず手を付けたのは②の助成金返還
だった。内閣府の勧告を受けて直ちに返還の基
本方針を議論し，①助成金問題に関する第三者
委員会の報告書を事実認定の基礎とすること，
②返還金に関しては全柔連が一切負担する事な
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く，理事からの拠出金と，受給者などからの任
意の寄付で全額をまかなうとの方針を立てた。
これに基づいて勧告を受けた直後の 7 月25日に
は全柔連理事である大作晃弘弁護士10）がJSCと
交渉を始め，その 2 週間後の 8 月 9 日にJSCと
返還方法について最終合意に達した。 8 月14日
の理事会でこの合意に基づく支払いが承認され
た。JSCの請求の期限は2013年 8 月29日であり，
全柔連は 8 月26日に6055万円全額を返還した。
一方，この金額をどのように補填するかにつ
いては 8 月 1 日の常務理事会で議論され，以下
の要領で行うこととした。
1  ．全柔連が支払った6055万円の補填に関し
ては，まず「強化留保金」の名目で積み立
てられていた2377万5314円をまず充当し補
填すること。
2  ．次に，「振興センター助成金問題に関す
る第三者委員会最終報告書」に基づき，理
事会がまず金員を拠出すべきであるという
方針により，本件助成金問題に関与し，或
いは然るべき対応をすべきであった個々の
理事の責任の軽重の判定に従い，各理事個
人が負担し弁済を行うこと。責任の軽重の
判定は，当該報告書において，問題が指摘
された時点の会長，副会長，専務理事，強
化委員長の責任が最も重いとされたことを
踏まえて行うこと。
3  ．また，監事についても業務監査に瑕疵が
あったという理由で金員の拠出を行うこと。
4  ．理事と監事の拠出金は合計で約1680万円
とすること。
5  ．助成金問題に関する第三者委員会最終報
告書で指摘された期間にJSCからの助成金
を受給した62名からは，受給額の一部を任
意で拠出してもらうこと。これによる拠出
金の合計は約2000万円と見積もること。
6  ．上記の措置でもさらに不足する部分があ
る場合には，助成金問題に関する第三者委
員会最終報告書により問題が指摘された時
点の会長，副会長，専務理事，強化委員長
が最終責任を負って弁済すること。
7  ．問題の認められた6055万円の助成金の
JSCへの返還に関しては，全柔連は一切負
担せず，この件の処理のために全柔連が立
て替えた金額は，2013年度中を目途に全額
を補填すること。
最終的には，すべての受給者が助成金の一部
を拠出してくれたことと，事態を心配した全国
の柔道家たちから寄付が集まったことなどから
6055万円全額を2013年度末に補填することがで
きた。若干の余剰金が出たが，これは寄付をし
てくれた方々に寄付金額に応じて返還する措置
をとった。
「公益法人としての技術的能力」の回復
内閣府勧告の 1 番目に挙げられた「柔道の普
及と振興を実施するために公益法人に相応しい
構造（技術的能力）を持った組織に作り直す」
ことについては，内閣府に報告を提出する 8 月
末までに， 3 月19日付JOCの処分通知書に列挙
された改善すべき項目のいくつかを実施に移し
て具体的な成果を示す方針を決めた。
まず，暴力事案の根底にあるものが選手の声
が全柔連の理事会や執行部に届かない構造に
あったという反省から，選手の声が運営に反映
される仕組みを構築するため，専門委員会の一
つとしてアスリート委員会を立ち上げることと
した。アスリート委員会のアイデアは，実は内
閣府の勧告を受ける少し前に，全柔連の新理事
でありJOCのアスリート委員でもある田辺陽子
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理事（日本大学法学部准教授）が，全柔連でも
アスリート委員会を作ってはどうかと提案した
ものだ。内閣府の勧告を受けてからは大急ぎで
内容と規程案を詰め，僅か１週間後の 8 月 1 日
の常務理事会に委員会規程案と創設当初の委
員の人選案の提出を何とか間に合わせた。委員
会の名称は国際オリンピック委員会（IOC）や
JOCに合わせて「アスリート委員会」とするこ
と，形（かた）や視覚障害柔道の選手もメン
バーに入れること，強化選手では引退後 8 年ま
で（年齢としては大体30代後半まで）の若手を
選出すること（この部分は2014年に委員たち自
身の手でさらに改訂されている），委員は男女
同数とすること，アスリート委員の互選で選出
された委員長は自動的に全柔連理事として評議
員会に対する推薦を受けられる事などを骨子と
した原案であった。現役引退後 8 年という基準
を設けたのは，現役選手は練習や合宿，試合で
忙しく，なかなか委員会活動に積極的に参加す
ることが難しいという現実を踏まえてのことで
あった。
アスリート委員会設置により目指したのは，
以下のような効果であった。まず，委員を核と
して現役或いは引退した選手が社会貢献活動に
積極的に関わっていくための拠点にすること，
そして若い委員たちがこの委員会で議論を積み
重ねることにより連盟の業務や組織の運営全般
に対する知識を高めることである。選手が競技
だけに集中するのは当然の事であるが，競技生
活を引退した後にはコーチや指導者として競技
を中心に置く者の他に，柔道に関する組織の運
営や管理に進むべき人材もいる。柔道の世界で
はそういう知識や視野に欠ける者が余りに多い
というのが外部理事としての私の見方であった。
従って，アスリート委員たちが委員会活動を通
じて，コンプライアンスや組織のガバナンスと
いうものを実践の中で学び，連盟の将来を担う
人材を育成，輩出することも視野に入れたいと
考えたのである。
アスリート委員会の扱う問題は，ドーピング
防止に関すること，女子選手の役割の拡大に関
すること，現役引退後の選手の生活設計に関す
ること，オリンピック・ムーブメントを初め柔
道やスポーツに関わる教育に関すること，柔道
の普及とくに子どもやジュニア層への普及に関
すること，国際交流に関すること，社会貢献に
関すること，社会に於けるロールモデルとして
の選手の役割に関すること，環境問題に関わる
こと，JOCアスリート委員会との連携に関する
ことなどと，非常に広く定義した。
当時，日本の競技団体でアスリート委員会が
存在したのは，卓球，体操などごく少数であり，
多くの競技統括団体にはアスリート委員会が存
在しなかった。選手たちが自ら委員を選出でき
るアスリート委員会を全柔連が設置することは，
組織内の意思疎通の改善とガバナンスの回復に
資するものであるのと同時に，公益認定等委員
会から求められた「現場における競技者や指導
者の生の声を聴き取る仕組みを設けること」に
応える方策でもあった。
国際大会出場選手選考基準と手続きの明確化
「公益法人としての技術的能力」の回復に関
する二つ目の施策は，オリンピックなど国際大
会出場選手選考の基準と手続きの明確化であっ
た。これは女子日本代表選手の指導における暴
力問題でJOCが聞き取りをした際にも多くの選
手から提起されていた問題でもあった。代表選
手選考の判断基準をできるだけ客観化し，選考
手続きをあらかじめ文章として定めておくこと
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により，指導者に直言すると選考から外される
のではないかという選手の不安や疑念をとり除
き，ひいては選手の明確な目標設定を可能にす
ることを目的としていた。
また日本のスポーツ界全体を見ても，競泳の
千葉すず選手が国際スポーツ仲裁機構（CAS）
に提訴したのを契機に水泳連盟が選手選考基準
を明確化した頃から各競技団体の課題となって
いた。千葉選手はシドニーオリンピック直前の
選考会である1999年 6 月の日本選手権で五輪A
標準記録を突破して優勝したが，代表選考から
外されたため日本人として初めてCASに提訴
したのである。
しかし柔道は競泳のようなタイムを争う競技
とは異なり，客観的な線引きをして基準を作る
ことが極めて難しい。このため全柔連には基準
を設けることを躊躇する声や実効を疑問視する
意見もあった。
結局，外国の柔道連盟の規則に範を求め，英
国，フランス，米国，カナダなどの選手選考規
定を調べたところ，英国柔道連盟の基準がもっ
とも合理的かつ簡潔にできていることがわかっ
た。さっそく英国の基準を急いで翻訳し，これ
をベースにして省けるところは省いて簡略にし
全柔連版の選手選考基準の原案を 2 日で作り上
げた。11）
オリンピックと世界選手権の選考基準の骨子
は以下の通りである。
1 ） 選考判断の基準となる大会を明確に示し
たこと，
2 ）選考対象となる要件を提示したこと，
3 ）代表選手発表の通知方法を定めた事，
4 ） 選考に関して選手の異議申し立てを可能
にしたこと，
5 ） 選考に関し日本スポーツ仲裁機構（JSAA）
へ提訴があった場合は全柔連が仲裁を応
諾すること，
6 ） 代表選出には強化委員会の過半数の賛成
を要すること
などである。
1 ）の選考判断の基準となる大会としては，
国際大会では前年のオリンピックまたは世界選
手権大会，マスターズ，グランドスラム 4 大会，
グランプリ10大会に加え，アジア大会やアジア
選手権も加えた。国内大会では，講道館杯全日
本体重別選手権大会，全日本選抜体重別選手権
大会の 2 大会のみとし，男女の最重量級に限っ
ては全日本選手権大会も対象とすることにした。
2 ）の選考対象となる要件としては，
① 国際柔道連盟あるいは大会主催団体の出場
資格条件を満たしていること。例えば，オ
リンピックならば国際柔道連盟（IJF）の
ランキングによる出場資格を有しているこ
と。
② 日本国籍を有し，全日本柔道連盟に登録し
ていること。
③ 全日本柔道連盟の強化選手（シニア，ジュ
ニア）であること。
④ 柔道精神を理解し，社会規範を遵守してい
ること。
⑤ 日本オリンピック委員会のドーピング防止
規程にある日本代表選手としての資格を満
たしていること。
とした。
3 ）代表選手発表の通知方法は，強化委員長
及び男女の両監督は決定後速やかに代表選手及
び補欠の発表を行うこととし，その際に必ず選
考理由について説明をするとした。また，選考
結果については，所属チームと選手に対して代
表選手選考の通知をする，とした。これは従来，
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選手選考が行われたあと所属チームや選手本人
にすら正式な通知がされないという事態が散見
されたためである。
4 ）の選考に関する選手の異議申し立てと 5 ）
の日本スポーツ仲裁機構への応諾についてはま
ず出場資格のある選手は，強化委員長に対し選
考決定に関する説明を求めることができ，その
説明に納得できない場合は，選手はJSAAに異
議申し立てをする権利があると明記した。ま
た選手から提訴があった場合には，全柔連は
JSAA による仲裁を応諾する，とした。
6 ）の代表選出で強化委員会の過半数の賛成
を要するとしたのは，従来の強化委員会では
選考される候補者名を委員長が一方的に発表し，
委員会では議論することもなく全員が「異議
なし」として審議もせず決定されるのが常だっ
たからである。この部分では，強化委員会メン
バーが代表選手選考に 1 票を投じる権利を持ち，
選考結果が同数の場合には，強化委員長の決定
にゆだねるとして，少なくとも委員会で選考を
めぐる意見交換が行われる事を目指した。
これらの条件は，いずれも従来の全柔連では
成文化した基準や規則として存在していなかっ
た。そのことが選手選考をめぐる選手の不満や
疑心暗鬼を生む大きな要因となっていたため，
文章として選手に提示できるようにし，同時に
選手に異議申し立てをする権利があることを明
確にしたのである。
その後，山下泰裕，金野潤と歴代強化委員長
のもとでオリンピックや世界選手権の選考を行
う強化委員会の会議がメディアにも公開される
ようになり，さらに透明性が増したのは大きな
進展であった。
2013年 3 月12日付の暴力問題に関する第三
者委員会の報告では，「ナショナルチームへの
選手選抜，代表選手選抜の際の説明責任」が，
また2013年 3 月19日付のJOCの改善勧告では，
「オリンピックをはじめとする国際大会の代表
選手選考の判断基準をできるだけ客観化し，可
能な限りあらかじめ定めておくこと。選考の理
由を選手の所属チームや選手本人（選出されな
かった選手を含む）に開示して，代表選手選考
の透明性を高めること」が求められており，こ
れらの報告や勧告の趣旨を具現化・制度化した
ものである。また，内閣府勧告にある「『柔道
の普及・振興』の実施にあたり，競技者等を適
正に育成することを組織的に実施し得る能力の
確立」の要求を満たす改革に該当するという手
応えもあった。
「暴力の根絶プロジェクト」の継続発展
このプロジェクトは女子柔道での暴力事件を
受け上村会長の下で，先に述べた「改革・改善
実行プロジェクト」の一つとして開始された。
内閣府の勧告以前に始められたものであるが，
これを継続し発展させることも，内閣府の指摘
する「公益法人としての技術的能力」回復の手
立ての一つとして措置状況報告書に記載するこ
とにした。
2013年 4 月に山下泰裕理事（当時）をリー
ダーとして結成された暴力根絶チームは，子ど
もから日本代表までのあらゆるレベルと全国の
すべての地域を対象に柔道の指導や稽古におけ
る暴力を根絶する目的で以下の施策を実施した。
1 ）全国レベルでの指導者との対話の実施
この実施チームは全国で行われる主要な大会
に出向き，さまざまなレベルの指導者と対話す
る機会を作ることにより，暴力を使わない指導
を呼びかけた。2013年 5 月の全国少年柔道大会
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を皮切りに同年 8 月末までに実業団，学生，高
校生，中学生のそれぞれの全国大会など 8 大会
に山下理事等プロジェクト委員が出向き指導者
との対話を行った。その後も各種大会や国民体
育大会などで対話を実施した。これは「柔道女
子暴力的指導に関する第三者委員会報告」の提
言にある「明確な指導方針の提示とその徹底」
の趣旨に沿って実施したものである。
2 ）「暴力」の定義と「暴力」が起きた時の処
分の明確化
2013年 6 月11日付の「暴力根絶に向けて」の
文書により，「暴力」の意味と範囲の定義を整
理して明確にし，また「暴力」が起きた時の処
分については競技者規程第 7 条及び登録規程第
18条に則って行うことを明らかにした。12）処分
は口頭による注意から始まり，もっとも重いも
のは全柔連会員登録の抹消までの 5 段階とした。
また処分権限の一部を，現場を抱える都道府県
柔道連盟など加盟団体に移譲し，迅速な処分が
できるとともに全柔連への報告義務を課す仕組
みとした。2013年 9 月 1 日よりの実行を目途に，
現在各都道府県柔道連盟（協会）及び加盟団体
に内容を周知した。
3 ）暴力通報窓口の設置
全柔連及び加盟団体に通報を受付ける窓口を
設置して被害者が告発しやすいようにした。ま
た，過去に競技大会の際に暴力が振るわれたと
いう報告があったことから，大会期間中は大会
事務局に窓口を設置して対応できるよう2013年
9 月開始を目途に準備を進め，こうした通報窓
口の存在について，選手を含む関係者への周知
を図った。
4 ）セクハラの調査
2013年 7 月に福岡で行われた金鷲旗高校柔道
大会，及び 8 月の全国高校総体で女子選手を対
象にセクハラの有無などを聞く無記名のアン
ケート調査を北田典子理事が中心となって行い
約 2 千件の回答を得た。この結果を研究者とと
もに分析し，その結果を基に2014年にセクハラ
防止のガイドライン作成を目指した。
5 ）暴力根絶宣言の発表
2013年 8 月14日の理事会で暴力根絶宣言文案
を可決し，今後，さまざまな柔道大会のパンフ
レットに掲載するなどして，暴力根絶に向けて
の全柔連の決意を全国の柔道指導者などに周知
した。
このプロジェクトは上述したように，内閣府
勧告より先に始まったものであり，長期間継続
して実施しない限り目に見える効果の見込めな
いプロジェクトであるため，内閣府への報告書
には途中経過と今後の見通しを載せた。
理事，監事の総辞職
内閣府勧告の 3 番目に挙げられた「一連の事
態について，執行部，理事会，監事，評議員会
の責任を明らかにして適切な措置を講じ，新た
な体制を構築する」ことについては，執行部，
理事会，監事がどのように責任を取るのかを模
索した。公益認定等委員会が，単に理事が全員
辞任しただけでは「責任の所在を明らかにしガ
バナンスを回復したとは言えない」という考え
であったことから，理事や監事の辞任だけでは
済まない事が明らかだったのである。
7 月30日に2013年度第 2 回臨時評議員会が開
かれた。会議では上村会長（当時）を初めとす
る23名の理事（ 6 月25日に選任された新理事以
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外の全理事にあたる）の解任動議が出されたが，
評議員会はこれを否決した。13）
上村会長は，暴力根絶や組織改革を始めたば
かりだっただけに，当初は10月ごろまで自らの
手でそれをある程度推進し実現してから辞任し
たいという意向を持っていた。14）しかし， 7 月
30日の評議員会後に開かれた第 6 回理事会で，
外部理事の橋本聖子氏から，政界では執行部の
即時辞任にとどまらず全理事の辞任しかありえ
ないという厳しい見方が支配的だという指摘が
あった。また同じく参議院議員の谷亮子理事も，
今回の内閣府の勧告は非常に重く受け止めなけ
ればならないと発言した。15）
また，後述するように水面下で打診していた
新会長の名前が 8 月10日に特ダネとして新聞に
載ってしまったことも新体制への移行を早める
要因となった。 8 月に入って 1 日， 6 日，12日
と 2 週間の間に 3 回の常務理事会を経て，14日
の第 7 回理事会で理事全員の辞任はやむなしと
いう結論に至り，理事全員が 8 月21日の第 8 回
理事会終了時を以て辞任すること（ 6 月25日に
新任された理事を除く）と，新理事を選ぶ評議
員会を同じ21日に招集することを決定した。
内閣府からの難問とその対策
単に理事が全員辞任しただけでは「責任の所
在を明らかにしガバナンスを回復したとは言え
ない」という公益認定等委員会の見解は難問で
あった。これを乗り越えるため，理事・監事全
員が翌週21日の第 8 回理事会で辞任する際に，
監事が執行部と理事会の責任をめぐり意見表明
を行うこととした。つまり定款によって「理事
の職務執行を監査」する立場にある監事が，一
連の事態をめぐる執行部と理事会の責任を指摘
し，それに基づいて執行部・理事会が責任を
取って辞任するという形を整えたのである。ま
た監事自身については，執行部と理事会のやり
かたを正すことができかったことを自ら指摘し，
その責任をとる形で同様に21日に辞任すること
となった。ただ，この監事の意見表明の全文が
文書として提出されると，その中に公益認定等
委員会の考えに沿わない部分が出てこないとも
限らないと考え，意見表明は口頭で行うことと
し，その要旨を精査して理事会議事録と内閣府
への措置状況報告書に載せるという方法をとっ
た。
監事の指摘内容は 8 月30日に内閣府に提出
した措置状況報告書16）に詳細が記載されている。
指摘の項目は以下の通りである。
1 ） 代表理事である会長，業務執行理事であ
る専務理事，執行部の一員である事務局
長の責任
2 ）理事会の責任
3 ）監事の責任
4 ）評議員会の責任と今後の措置
各機関の責任を上記のように明確にした上で
の総辞職という形を取ることにより，単なる辞
任ではないという形を作ったのである。
「適切な措置」のアピール
これと同時に内閣府の言う「適切な措置」を
講じ「新たな体制」を作る手段として，以前か
ら進められてきた以下の改革の趣旨と効果を再
度述べ，その継続を強調して内閣府に対してア
ピールした。
1 ．外部理事の選任
全柔連内部の「仲間意識」が不祥事の要因と
なったことを重視し，外部の視点を導入して法
人としての健全な運営を回復し確保するため，
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2013年 6 月25日の評議員会において，全柔連や
柔道競技と関係を持たない橋本聖子（参議院議
員，JOC理事）と藤原庸介（JOC理事）の 2 名
を理事として選任したが，外部理事の立場に関
する規程を整備して制度として確立すること。
2 ．女性役員の選任
近年の女性柔道家の活躍にもかかわらず，
1949年の設立以来一人として女性の役員を置か
なかった全柔連の運営に女性の視点を反映させ
多様性を確保するため，2013年 6 月25日の評議
員会において女性理事 3 名を選任した。この 3
名は田辺陽子（日本大学准教授，オリンピッ
ク・メダリスト），北田典子（団体役員，オリ
ンピック・メダリスト），谷亮子（参議院議員，
オリンピック・メダリスト）である。また同年
8 月21日の評議員会では，監事として山口香
（筑波大准教授）を選任した。これは世界の趨
勢である「ブライトン宣言」（1994年の第 1 回
世界女性スポーツ会議において採択された，女
性の参画を求める宣言）の精神を全柔連が尊重
する方針も同時に示す意図があった。
3 ．常務理事会の設置
会長，専務理事，事務局長が「執行部」とし
て日常業務を執り行い，理事会の開催がこれま
で通常年に 3 回だけであったために，執行部以
外の理事の業務への直接の関与が薄かった反省
から，理事会が本来の執行機関としての機能を
よりよく果たすことを目的として常務理事会を
設置した。常務理事会は必要に応じていつでも
開催できる規定になっており，事前準備を行っ
て理事会が円滑かつ迅速に業務を行えることを
目的にしたものである。多様な視点を導入する
ため，常務理事会には外部理事，女性理事及び
法曹家である理事の参加を必須とした。
4 ．中立的な立場の内部通報制度の導入
全柔連における倫理規定違反や法令等に抵触
する可能性のある事案の早期発見と是正を図る
ことを目的に2013年 8 月 1 日から，全柔連登録
者，全柔連及び加盟団体の役職員を対象とする
内部通報制度を発足させた。窓口は中立性を保
つために全柔連内部ではなく，外部の弁護士事
務所（東京都港区内）とした。
新体制の発足
これと並行して 7 月末から新会長など新執行
部の人選も始まっていた。事態の収拾のために
専業の柔道家ではなく，政界，官界，財界，学
界で柔道を熟知した人を探すという方向性は
あったものの，メディアと社会から厳しい批判
にさらされている全柔連の執行部として火中の
栗を拾う人を見つけるのは極めて難しく人選は
難航した。人選と交渉は秘密裏に行われていた
が， 8 月10日に日本経済新聞が「宗岡新日鉄住
金会長，全柔連会長就任へ　打診を受諾」とい
う記事をすっぱ抜き，まだ調整中だった人選が
世間に知れることになった。
2013年 8 月21日は，午前中に前体制の最後の
第 8 回理事会，午後に第 4 回評議員会，夕方に
新体制の第 9 回理事会を開くという，全柔連に
とって大きな節目の一日となった。まず午前中
の理事会で，新任を除く上村前会長など理事と
監事全員が辞任。午後 1 時からの評議員会で新
役員のリストを審議し一人一人の候補者につい
て挙手をして承認した。 6 月25日の評議員会で
選任され辞任しなかった理事以外では，理事が
7 人，監事 1 人が再任された。17）これには 2 つ
の理由がある。一つは地方ブロックを代表する
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理事の中には，その地方での新たなブロック代
表を決める時間的余裕がなく，引き続き留任す
ることになった者がいたためである。もう一つ
は，その果たす役割や能力が今後の改革の中で
も余人を以て代えがたいと判断されたことから
留任した者である。
同日午後 5 時，新理事・監事による初めての
理事会が開かれ，会長に宗岡正二新日鐵住金㈱
会長兼CEO，専務理事に元大阪府警察本部長
の近石康宏トヨタ自動車㈱顧問（肩書はいずれ
も当時）それに山下泰裕副会長を選出，宇野博
昌事務局長の選任を承認した。
新執行部は理事会終了後直ちに文京区民セン
ターで記者会見を行った。宗岡新会長は「柔道
に育てられた者の恩返しとして，火中の栗を拾
う決意をした。変えねばならないものは徹底的
に改革する」と語った。18）こうして全柔連新体
制が発足したのである。
宗岡会長の下で最初に手を付けたのは，公益
認定等委員会から強く求められていた評議員会
の改革であった。宗岡新体制下での改革につい
ての研究資料は第Ⅱ部として別稿として執筆す
る。
年　表（2012年～2013年 8 月）
2012. 4.1 全柔連が公益財団法人に移行し内
閣府の監督下に入る
 7.27-8.12　ロンドン五輪
 11.5 全柔連，園田監督の任期のリオ五
輪まで延長を決定
 11.11 15人の女子選手が告発文書作成，
JOC女性部会長に連絡
 12.14 15人の選手がJOCに文書で提訴
2013. 1.15 全柔連，園田監督らを戒告処分
 1.19 全柔連，園田監督を初め 6 名の
コーチ，元コーチを戒告処分
  1.30 新聞報道で事態が明るみに出る
 1.31 上村春樹全柔連会長，JOC強化本
部長を辞任
  JOCが緊急調査対策プロジェクト
の設置を決定
 2.1 園田監督が辞任
 2.5 吉村強化委員長が全柔連理事を辞
任
 2.12 JOC調査チームが選手から聴取開
始
 2.19 全柔連暴力問題第三者委員会が初
会合
 3.8 JOC調査チームが聴取修了
 3.12 全柔連暴力問題第三者委員会が報
告書提出
 3.14 スポーツ振興センターからの助成
金不適切使用問題が発覚
 3.18 全柔連理事会，上村会長らの続投
を決定
  暴力問題第三者委員会報告書諒承
 3.19 JOC，最終報告書を発表
  JOC理事会，全柔連への強化交付
金停止処分を決定
 3.26 全柔連臨時理事会，改革プロジェ
クト設置を決定
  助成金問題の第三者委員会設置決
定
  臨時評議員会で評議員から不満が
続出
 5.2 公益認定等委が「暴力事案」と
「助成金問題」の報告を要求
 5.30 全柔連が公益認定等委員会に報告
書提出
 6.6 公益認定等委が全柔連に対し報告
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書の不備を理由に再提出を要求
 6.11 第 2 回理事会開催，
 6.21 全柔連助成金問題第三者委員会が
最終報告書提出
 6.24 第 3 回理事会開催，
 6.25 全柔連2013年度第１回定時評議員
会，女性理事・外部理事の任命
  全柔連が公益認定等委員会に報告
書を再提出
 7.9 第 4 回理事会開催，臨時評議員会
の招集とアスリート委員会設置を
決定
 7.23 公益認定等委が改善勧告， 8 月末
までの改善と報告を要求
 7.30 第 2 回臨時評議員会，理事23人の
解任を否決，評議員会の前後に第
5 回理事会，第 6 回理事会を開催
 8. 1　 常務理事会
 8. 3　 アスリート委員会設立を発表
 8. 6　 常務理事会
 8.12　 常務理事会
 8.14　 第 7 回理事会　新理事選任のため
の第 3 回臨時評議員会の招集決定
 8.21 第 8 回理事会，第 3 回臨時評議員
会で上村会長など執行部ら理事23
人・監事 3 人の辞任決定
  新理事を選任
  第 9 回理事会，宗岡会長ら新執行
部を選任
 8.30 公益認定等委員会の改善勧告に対
する報告書を提出
 8.31 村上清（元）事務局長が辞職
註
1 ）女子柔道暴力事件の内容と原因に関しては，別稿
の藤原庸介：日本女子柔道代表選手たちの提起し
た「暴力問題」の内容と本質：部分社会論の視点
から。流通経済大学スポーツ健康科学部紀要 11, 
pp. 55-77, 2018に詳述した。
2 ）この内容は注 1 ）の論文，および参考文献に挙げた
公益財団法人日本オリンピック委員会：緊急調査
対策プロジェクト報告書，2013にある。
3 ） この内容は，添付の資料（1）JOCの処分決定通知書
（2013年 3 月19日付）に全文がある。
4 ） 公益認定等委員会の報告要求の原文は，添付の資
料（2）公益認定等委員会から全柔連に対する報告
書提出依頼（2013年 5 月 2 日付）に全文がある。
5 ） 公益認定等委員会の報告要求の原文は，添付の資
料（3）公益認定等委員会から全柔連に対する報告
書提出依頼（2013年 6 月 5 日付）に全文がある。
6 ） 協議の内容は全柔連第 3 回理事会議事録による。
7 ） 「タスクフォース」の構成は，強化委員長の斉藤仁
理事，宇野博昌理事，それに新任の田辺陽子，北
田典子，藤原庸介の 3 理事に，コンサルタントと
して山見博康日本バスケットボール協会裁定委員
長を加えたメンバーだった。
8 ） 宇野博昌理事と筆者（藤原庸介理事）の発言内容は
第 4 回理事会議事録による。
9 ） 公益認定等委員会の認定に基づく政府からの勧告
書は，添付の資料（ 4 ）内閣総理大臣から全柔連に
対する勧告書（2013年 7 月23日付）に全文がある。
10） 大作晃弘弁護士は東京大学在学中に柔道部に所属
していた柔道家で，上村体制の時から全柔連理事
であった。またこれより後， 8 月21日の旧体制下
の理事が全員辞任した際にはいったん辞任した
が，新体制下でも全柔連改革に必要な人材として
理事に再選された。本稿の対象となる時期に大作
氏が弁護士としてではなく，理事として無償で積
極的に活動してくれたことが全柔連改革に大きく
寄与した。
11）選手選考基準案については，強化委員会の木村昌
彦氏（現・横浜国立大学教育学部教授）が実際の
選考過程での問題を加味してこの原案を練り直し
た。
12）当時の競技者規程第7条は違反者に対する処分，
登録規程第18条は規程違反や名誉を傷つける行為
をしたものについての登録取り消し規定であった
が，現在（2018年）には処分が倫理・懲戒規程に
移行・統合されている。
13）評議員会における投票は議長を除く全57票で，一人
一人の理事について投票が行われた。執行部に対す
る解任の投票結果は以下の通りだった。上村会長　
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賛成16，反対39，棄権 2 ，藤田副会長　賛成16，反
対39，棄権 2 ，佐藤副会長　賛成16，反対39，棄権
2 ，小野沢専務理事　賛成18，反対38，棄権 1 。そ
の他の理事については省略。
14）2013年 6 月24日開催の第 3 回理事会の冒頭で，上
村会長は「現在行っている『改革・改善実行プロ
ジェクト』の目処が立ち軌道に乗ったら会長の職
を辞する」と述べたと第 3 回理事会議事録にある。
15）橋本聖子理事と谷亮子理事の発言内容は第 6 回理
事会議事録による。
16）添付の資料（5）全柔連から内閣総理大臣に対する
勧告に係る措置状況報告書（2013年 8 月30日付）
17）2013年 6 月25日まで， 6 月25日から 8 月21日まで，
8 月21日以降の 3 つの段階での役員一覧表を資料
（6） 全柔連役員構成の変化として添付する。
18）2013年 8 月22日付日本経済新聞「全柔連・宗岡新
会長が就任　『火中のクリ拾う決意』 全日本柔道連
盟（全柔連）は21日，東京都文京区の講道館で臨
時の理事会と評議員会を開き，宗岡正二・新日鉄
住金会長兼最高経営責任者を第 4 代会長に選任し
た。外部から就任する初の会長として，不祥事が
相次ぐ組織の再建を託された宗岡会長は記者会見
で『柔道に育てられた者の恩返しとして，火中の
クリを拾う決意をした。変えねばならないものは
徹底的に改革する』と語った。」
資　料
（ 1 ）　JOCの処分決定通知書（2013年 3 月19日付）
　　　（同日実施のJOC記者会見で配布した資料）
（ 2 ）　公益認定等委員会から全柔連に対する報告書提
出依頼（2013年 5 月 2 日付）
　　（2013年 6 月 7 日に内閣府公益認定等委員会が「公
益財団法人全日本柔道連盟に対する報告要求につ
いて」として公表した報道資料の別紙①として添
付された資料。https://www.koeki-info.go.jp/pictis_
portal/other/pdf/20130607_besshi1.pdfに掲載：参
照日2018年12月17日）
（ 3 ）　公益認定等委員会から全柔連に対する報告書提
出依頼（2013年 6 月 5 日付）
　　（2013年 6 月 7 日に内閣府公益認定等委員会が「公
益財団法人全日本柔道連盟に対する報告要求につ
いて」として公表した報道資料の別紙②として添
付された資料。https://www.koeki-info.go.jp/pictis_
portal/other/pdf/20130607_besshi2.pdfに掲載：参
照日2018年12月17日）
（ 4 ）　内閣総理大臣から全柔連に対する勧告書（2013
年 7 月23日付）
　　（2013年 7 月23日に内閣府大臣官房公益法人行政
担当室が，「公益財団法人全日本柔道連盟におけ
る諸問題（柔道指導における暴力問題，独立行政
法人日本スポーツ振興センターの助成金問題等）」
に関し行った，公益認定法第28条第 1 項の規定に
よる勧告内容として公表した資料。https://www.
koeki-info.go.jp/pictis_portal/other/pdf/20130723_
kankoku.pdfに掲載：参照日2018年12月17日）
（ 5 ）　全柔連から内閣総理大臣に対する勧告に係る措
置状況報告書（2013年 8 月30日付）
　　（措置状況報告書提出後に2013年 8 月30日，全柔連
が記者会見で配布した資料。全柔連のホームペー
ジに掲載されている。http://www.judo.or.jp/wp-
content/uploads/2013/09/20130830_naikakuhu_
houkoku.pdf：参照日2018年12月17日）
（ 6 ）　全柔連役員構成の変化
　　　（全柔連の公開資料。現在の役員，評議員の氏名
一 覧 は，http://www.judo.or.jp/aboutus/yakuinに
掲載されている：参照日2018年12月17日）
参考文献
辻口信良・堀田裕二：全日本柔道連盟～暴力・暴言事案
とガバナンス。スポーツにおけるグッドガバナンス
研究会編。民事法研究会：東京，pp. 28-36, 2014. 
堀雅晴：ガバナンス論研究の現状と課題「スポーツの
グッドガバナンス」に向けて。体育・スポーツ経営
学研究 27（0）, pp .5-21, 2014.
堀雅晴：現代行政学とガバナンス研究。東信堂: 東京, 
2017.　
菅井達哉：オリンピック・レガシーのガバナンスに関す
る研究，現状と課題。現代スポーツ評論 （31）, pp. 
152-161, 2014.
公益財団法人全日本柔道連盟：第三者委員会報告書, 
2013.
公益財団法人日本オリンピック委員会：緊急調査対策
プロジェクト報告書，2013.
笹川スポーツ財団：スポーツガバナンス　基本的な知
識と考え方。東洋経済新報社：東京，2014.
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貴連盟に対する処分について、公益財団法人日本オリンピック委員会加盟団体規程
第５条に基づき、別紙のとおり通知致します。 
 
 
 
資料 1
49競技団体のガバナンス回復過程の検証
処 分 
 
第１ 処分 
 
 公益財団法人日本オリンピック委員会（以下「本会」という。）は、公益財団法人
全日本柔道連盟（以下「貴連盟」という。）に対し、本会加盟団体規程（以下「本規
程」という。）第５条第１項に基づき以下の処分を行う。 
 
 
１ 交付金の交付中止（本規程第５条第１項(２)） 
 
 貴連盟に対する平成２５年度選手強化交付金の交付を中止する。 
 
２ 改善勧告（本規程第５条第１項(１)） 
 
貴連盟は、選手が安心して自己鍛錬に集中し、各種大会で遺憾なく力を発揮で
きるための環境を整備するために、以下の施策を早急に進めること。 
 
① 指導者による選手に対する全ての不当行為を直ちにやめること。 
② 監督・コーチ・強化スタッフ・選手相互の意思疎通が最も重要であることを
認識し、対話による信頼関係を醸成するよう努めること。これには指導者が
試合出場や練習の目的、意図、計画などをできる限り選手に開示することも
含む。 
③ コーチの資格制度の確立や定期的講習制度の導入を推進すること。 
④ オリンピックをはじめとする国際大会の代表選手選考の判断基準をできるだ
け客観化し、可能な限りあらかじめ定めておくこと。選考の理由を選手の所
属チームや選手本人（選出されなかった選手を含む。）に開示して、代表選
手選考の透明性を高めること。これにより、指導者に直言すると選考から外
されるのではないかという選手の不安や疑念を除き、ひいては選手の明確な
目標設定を可能にするとともに、代表選手選考の結果について納得が得られ
るようにすること。 
⑤ 国際大会を含む競技大会や合宿に医師を帯同させるよう努め、負傷した選手
が安心して治療を受け、速やかに競技・練習に復帰できる体制を構築するこ
と。また指導者の負傷に対する知識を深め、選手に骨折など重篤な症状が疑
われる場合は遅滞なく治療を受けさせるなど、選手の負傷の程度に応じた適
切な対応を取ること。 
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⑥ 全日本強化合宿や試合の日程作成の際に、実業団、大学など全日本強化合宿
以外の合宿や試合の日程とも整合性を持たせ、選手に過重な負担を強いない
よう工夫すること。また学生選手の場合には過度に学業の妨げとならないよ
う十分に配慮すること。 
⑦ 貴連盟上層部が選手の生の声を汲み上げ、組織の意思決定に反映できる仕組
みを構築すること。また、貴連盟内部でも、職位において上の者が下の者の
意見をよく聞くようにし、職位の上下関係にかかわらず対話による意思疎通
が行われる環境を整えること。 
⑧ 選手・コーチなどから、不当行為に関する訴え、相談、情報提供を受け付け
る窓口（特定の電話番号等を含む。）を設置すること。 
⑨ 一般財団法人日本スポーツ仲裁機構によるスポーツ仲裁自動受諾条項の採択
を行うこと。 
⑩ 貴連盟及び貴連盟に所属する指導者は、自らが強化指定選手の所属する企業
や大学などの各チームに対し優位に立つものではないことを認識し、両者と
の間において、対等かつ円滑な意思疎通を図ること。 
⑪ 競技に専念できる環境の整備や指導者との契約など、選手・コーチ等に直接
に関わる事柄に関し、女性の身体的特性や社会環境に応じた適切な施策・手
段を講じること。また、指導者層のみならず、貴連盟執行機関への女性登用
を促進すること。 
⑫ 監督やコーチ・選手が、日本人初の国際オリンピック委員会（以下「ＩＯＣ」
という。）委員である嘉納治五郎師範が日本で唱導したオリンピック・ムー
ブメントやオリンピズムについて理解するよう促すこと。 
⑬ 今回の申立てを行った選手に対し、申立てを理由にいかなる形の報復・不利
益な取り扱いをも行わないこと、また申立てを行った選手を特定しようとし
ないこと。なお、この原則は今回に限るものではなく、貴連盟において、指
導者・貴連盟上層部に対し意見を述べた選手に対し報復・不利益な取扱いが
なされることは、今後も絶対にあってはならない。 
 
第２ 理由 
 
１ 貴連盟前女子監督園田隆二氏（以下、「園田前女子監督」という。）らは、女子
柔道選手らに対し別紙「選手に対する不当行為」記載のとおりの不当行為を行
った。また、貴連盟前強化委員長吉村和郎氏（以下、「吉村前強化委員長」と
いう。）を含む貴連盟上層部は、別紙「選手に対する不当行為」記載のとおり
の園田体制における女子柔道選手に対する不当行為を認識することなく、また
一部を自ら行い、改善・解決に向けて誠実かつ迅速に対応することを怠り、結
果として改善・解決できなかった。
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２  上記は、スポーツ基本法前文にある「他者の尊重」と「公正さを尊ぶ態度」、
オリンピック憲章第４０条「（オリンピック競技大会に参加する競技者、コー
チ、トレーナー、役員は）フェアプレーと非暴力の精神を尊重ししかるべく行
動しなければならない」、及びＩＯＣ倫理規程Ａ１、Ａ４に定めるオリンピッ
ク参加者の尊厳と身体的、精神的、性的な不当行為の禁止の規定に反するもの
であり、到底許されないものである。 
本会は、スポーツに於けるいかなる形の差別や暴力にも反対する行動をとる
ものであり（オリンピック憲章第２７第２.５項）、貴連盟による上記不当行為
に対し厳しい姿勢で臨まざるを得ない。 
３  以上より、本会は、貴連盟に対し第１記載の処分を行うこととする。 
 
第３ 処分に伴う付帯事項 
 
貴連盟は、平成２５年６月末日を第１回として、当分の間、３ヶ月毎に本会加盟団
体審査委員会に対し、第１の２記載の勧告に従った具体的な施策及びその達成状況等
を報告すること。 
 
以 上 
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「選手に対する不当行為」 
 
 
１ 園田前女子監督の言動 
 
 園田前女子監督は、女子柔道選手らに対し以下の不当行為を行った。 
(１) 一部の女子柔道選手に対し、合宿の場及び試合会場で、感情にまかせて何度
も強く顔を平手打ちするなどの暴力的行為を加えたことが複数回あり、時に
は外国人が止めに入ることさえあった。 
 
(２) 日頃の練習の場で、棒やヒモ、ムチ様のものを振り回し、時にはこれらの道
具で女子柔道選手を叩いて威嚇した上、「叩かれないと動けないなら、家畜と
一緒だ。」などの侮蔑的発言をした。 
 
(３) 女子柔道選手らに対し、「ブス」「ブタ」「死ね。」「消えろ。」等、個人の尊厳
を著しく傷つける発言を繰り返し行った。 
 
(４) 女子柔道選手の負傷状態を考慮せずに選手に試合への出場、合宿への参加や
練習の継続を強要した。 
 
２ その他のコーチの言動 
 
徳野和彦前女子コーチ（以下「徳野前コーチ」という。）が、練習を真剣に行っ
ていなかったように見えた一人の女子柔道選手に対し、感情にまかせて有形力を行
使したことがあった（その他のコーチが、女子柔道選手らに対し具体的な不当行為
を行った形跡は見られない。）。 
 
３ 貴連盟が組織として女子柔道選手に行った不当行為 
 
吉村前強化委員長を含む貴連盟上層部は、以下の園田体制における女子柔道選手
に対する不当行為を認識することなく、また一部を自ら行い、改善・解決に向けて
誠実かつ迅速に対応することを怠り、結果として改善・解決できなかった。 
 
(１) 園田前女子監督の上記不当行為に加え、吉村前強化委員長及び徳野前コーチ
が、強化の現場において、女子柔道選手の練習意欲を阻喪させる行為を行っ
た（吉村前強化委員長：女子柔道選手の練習中の道場の脇での居眠りやトレ
ーナーによるマッサージ。練習の前にコーチに馬乗りになって口を塞ぐなど
の悪ふざけ。徳野前コーチ：（機敏な動きを自覚させるためとはいえ）寝技の
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練習中に女子柔道選手の口を塞ぐ、女子柔道選手が嫌う虫の死骸を近づける
といった練習方法の採用。）。 
 
(２) その他のコーチは、(１)記載の不当行為を認識していたが、これを黙認し、
改善に向けた行動を起こさなかった。 
 
(３) 負傷を選手の過失と扱い、負傷した選手を合宿や競技大会に参加させること
などにより、負傷に対する合理的な治療を阻害し、また負傷の悪化を招いた。 
 
(４) 選手選考の過程が選手にとって不透明なため、選手の間に、指導者に逆らう
と選手選考において不利に扱われるのではないかとの不安・疑念を生んだ。 
 
(５) 貴連盟側の意向・都合により、国内外の試合への出場指示が選手のコンディ
ションや意向を無視して行われ、その結果として選手の負傷の悪化を招くこ
ともあった。 
 
(６) ロンドンオリンピック代表選手選考の結果発表に当たり、選手達への事前通
告もなく候補選手を一室に集め、落選した選手の表情をテレビ中継させるこ
とにより、選手相互間の連帯感・敬意と競技者としての尊厳を著しく傷つけ
た。 
以 上 
54
資料 2
55競技団体のガバナンス回復過程の検証
56
57競技団体のガバナンス回復過程の検証
資料 3
58
59競技団体のガバナンス回復過程の検証
60
61競技団体のガバナンス回復過程の検証
62
63競技団体のガバナンス回復過程の検証
64
65競技団体のガバナンス回復過程の検証
66
67競技団体のガバナンス回復過程の検証
68
資料 4
69競技団体のガバナンス回復過程の検証
70
71競技団体のガバナンス回復過程の検証
1 
 
勧告に係る措置状況報告書 
 
公益財団法人 全日本柔道連盟 
 
１．１ 全柔連の公益目的事業である「柔道の普及・振興事業」（特に選手強化・育成、指導者養成などを内容
とする「競技者・指導者の育成」や「競技会の開催」等）の実施に当たり、現場における競技者や指導者の生の
声を聴き取る仕組みを設けること等を通じて、競技者等の育成・強化のための「技術的能力」（暴力等の不当
行為に依存することなく競技者等を適正に育成することを組織的に実施し得る能力）を回復し、確立すること 
 
「技術的能力」の回復と確立のために、本法人（以下、「全柔連」という）は以下のような措置をとっ
た。 
 
１． アスリート委員会（選手委員会）の設立  
選手の声が全柔連の幹部に伝わり、運営に反映される仕組みを構築するため、平成２５年８月１日に
アスリート委員会を設置した。現役強化選手および強化選手を引退して８年以内の者（年齢としては大
体３０代後半まで）から男女同数の委員を選出し、互選により選ばれた委員長が理事職に無い場合は、
委員長を理事として推薦することにより、選手の意見が組織の運営に直接反映される仕組みである。ま
た「形」と「視覚障害」の選手からの代表も委員会に加えることにより、より多様な意見を連盟の運営
に反映させるよう図った。 
この委員会メンバーを核として、現役或いは引退した選手が社会貢献活動に積極的に関わっていくた
めの拠点にすること、さらに、若い委員たちがこの委員会で議論を積み重ねることにより、連盟の業務
や組織の運営全般に対する知識を高め、コンプライアンスや組織のガバナンスを実践の中で学び、連盟
の将来を担う人材を育成、輩出することも視野に入れている。 
アスリート委員会の扱う議題は、ドーピング防止に関すること、女子選手の役割の拡大に関すること、
現役引退後の選手の生活設計に関すること、オリンピック・ムーブメントを初め、柔道やスポーツに関
わる教育に関すること、柔道の普及、とくに子供やジュニア層への普及に関すること、国際交流に関す
ること、社会貢献に関すること、社会に於けるロールモデルとしての選手の役割に関すること、環境問
題に関わること、ＪＯＣアスリート委員会との連携に関することなどである。委員会規程と当初の委員
のリストを添付する。（添付資料①） 第１回のアスリート委員会は本年９月２６日（木曜）に開催を
予定している。 
日本の競技団体でアスリート委員会を持つのは、卓球、体操などごく限られており、多くの競技統括
団体にはアスリート委員会が存在しない。選手たちが自ら委員を選出できるアスリート委員会を全柔連
が設置することは、組織内の意思疎通の改善とガバナンスの回復に資するものと考える。 
平成２５年３月１９日付のＪＯＣの改善勧告では、「全柔連上層部が選手の生の声を汲み上げ、組織
の意思決定に反映できる仕組みを構築すること」が求められており、また今回、公益認定等委員会から
求められた「現場における競技者や指導者の生の声を聴き取る仕組みを設けること」に応え、この勧告
の趣旨を具現化・制度化したものである。 
 
２． オリンピックなど国際大会出場選手選考の基準と手続きの明確化 
資料 5
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代表選手選考の判断基準をできるだけ客観化し、選考手続きをあらかじめ定めておくことにより、指
導者に直言すると選考から外されるのではないかという選手の不安や疑念を除き、ひいては選手の明確
な目標設定を可能にするため、「オリンピック、世界選手権への日本代表選手選考基準」を定めた。こ
れにより選手選考は、強化委員会が「選考基準」に定めた試合の結果及びその他の条件に基づき定めら
れた手続きに則って判定が行われ、意見が分かれる場合には多数決で決定することになる。また当該大
会に出場権のあるすべての選手は、自らが選考された（或いはされなかった）理由の説明を強化委員会
に対して求める権利を有する。さらにその説明に選手が納得しない場合には、公益財団法人日本スポー
ツ仲裁機構（ＪＳＡＡ）の仲裁に訴える権利を保障し、全柔連はＪＳＡＡの仲裁を応諾することも明記
した。基準の内容は添付のとおりであり、（添付資料②）平成２５年９月から実際に適用を予定してい
る。  
平成２５年３月１２日付の暴力問題に関する第三者委員会の報告では、「ナショナルチームへの選手
選抜、代表選手選抜の際の説明責任」が、また平成２５年３月１９日付のＪＯＣの改善勧告では、「オ
リンピックをはじめとする国際大会の代表選手選考の判断基準をできるだけ客観化し、可能な限りあら
かじめ定めておくこと。選考の理由を選手の所属チームや選手本人（選出されなかった選手を含む。）
に開示して、代表選手選考の透明性を高めること」が求められており、これらの報告や勧告の趣旨を具
現化・制度化したものである。 
 
３．「暴力の根絶プロジェクト」の実施  
女子柔道での暴力事件を受け、柔道の指導や稽古における暴力の根絶を、子どもから日本代表までの
あらゆるレベルと全国のすべての地域を対象に行うべく平成２５年４月に山下泰裕理事（当時）をリー
ダーとしてプロジェクトチームを結成し、以下の施策を既に実施、或いは以下に記載の時期までに全国
規模で実施してゆく。 
① 全国レベルでの指導者との対話の実施 
この実施チームは全国で行われる主要な大会に出向き、各レベルの指導者と対話する機会を作る
ことにより、暴力を使わない指導を呼びかけ、現在もそれを継続している。平成２５年５月の全国
少年柔道大会を皮切りに、本年８月末までに実業団、学生、高校生、中学生のそれぞれの全国大会
など８大会に山下理事等プロジェクト委員が出向き指導者との対話を行った。今後も各種大会や国
民体育大会などで対話を実施する。これは「柔道女子暴力的指導に関する第三者委員会報告」の提
言にある「明確な指導方針の提示とその徹底」の趣旨に沿って実施しているものである。 
② 「暴力」の定義と「暴力」が起きた時の処分の明確化 
平成２５年６月１１日付の「暴力根絶に向けて」の文書により、「暴力」の意味と範囲の定義を
整理して明確にし、また「暴力」が起きた時の処分については競技者規程第７条及び登録規程第１
８条に則って行うことを明らかにした。処分は口頭による注意から始まり、もっとも重いものは全
柔連会員登録の抹消までの５段階とした。また処分権限の一部を、現場を抱える都道府県柔道連盟
など加盟団体に移譲し、迅速な処分ができるとともに全柔連への報告義務を課す仕組みとした。９
月１日よりの実行を目途に、現在各都道府県柔道連盟（協会）及び加盟団体に内容を周知している。 
③ 暴力通報窓口の設置 
全柔連及び加盟団体に通報を受付ける窓口を設置すると同時に、第三者窓口を設け、被害者が告
発しやすいようにする。また、過去に競技大会の際に暴力が振るわれたという報告があったことか
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ら、大会期間中は大会事務局に窓口を設置して対応することを平成２５年９月開始を目途に準備を
進めている。更に、こうした通報窓口の存在について、選手を含む関係者への周知を継続的に図っ
ていく。 
④ セクハラの調査  
平成２５年７月に福岡で行われた金鷲旗高校柔道大会、及び８月の全国高校総体で女子選手を対
象にセクハラの有無などを聞く無記名のアンケート調査を行い約２千件の回答を得た。この結果を
研究者とともに分析し、その結果を基に平成２５年末を目途にセクハラ防止のガイドラインを作成
する予定である。こうしたアンケート調査を通じて、セクハラ等の不当行為の実態を全柔連として
把握し、今後の防止活動に役立てるとともに、このアンケート調査自体が柔道指導者らに対し相当
程度の抑止的効果をもたらすものと期待し得る。 
⑤ 暴力根絶宣言の発表 
平成２５年８月１４日の理事会で暴力根絶宣言文案を可決し、今後、さまざまな柔道大会のパン
フレットに掲載するなどして、暴力根絶に向けての全柔連の決意を全国の柔道指導者などに周知す
る。宣言文の内容を添付する。（添付資料③） 
⑥ 暴力根絶啓発ポスター 
平成２５年８月１２日の常務理事会で暴力根絶啓発ポスター案が承認され、今後全国の柔道大会
会場、練習場などに掲示する。このことにより、柔道関係者らに対し暴力が悪であるとの意識を視
覚的に喚起させ、以て柔道界における暴力事件を根絶させる手段のひとつとする。ポスターの見本
を添付する。（添付資料④） 
 
４． 監督、コーチ選任基準と手続きの明確化 
監督の選任は、公表されている登用基準に基づき選考委員会による公正な審査を行い理事会の議決を
経て決定をすることとした。コーチングスタッフに関しては、公表されている登用基準に基づき選考委
員会による公正な審査を行い、強化委員会の議決を経て透明性のある決定をすることとした。これらの
変更は本年６月１１日の理事会で審議され了承された。 
 
５. 女性を初めて女子強化部長に任命 
平成２５年３月、女子強化部長のポストにバルセロナ五輪メダリストの増地千代里が女性として初め
て就任し、強化副委員長も兼任することとなった。この措置により、従来男性に偏っていた強化委員会
に女性の視点を導入して風通しの良い選手強化の組織作りを図るとともに、女子選手の意見が指導者に
伝わりやすくした。 
 
 
１．２ 全柔連の公益目的事業である「柔道の普及・振興事業」（特に選手強化・育成、指導者養成などを内容
とする「競技者・指導者の育成」や「競技会の開催」等）の実施に当たり、現場における競技者や指導者の生の
声を聴き取る仕組みを設けること等を通じて、競技者等の育成・強化のための、「経理的基礎」（必要な費用を
適切に計上し、透明性をもって管理すること及び助成金等を受け入れる場合のコンプライアンスを徹底するこ
と。）を回復し、確立すること。 
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「経理的基礎」の回復と確立のために、全柔連は以下のような措置をとった。 
 
１． すべての助成金等申請について、今後は常務理事会の承認を経て理事会に報告する手続きを踏
むことにより申請の適正さを確保する。 
２． 助成金等を受け入れる場合のコンプライアンス確保のため、ＪＯＣが平成２５年５月３０日付
で加盟団体に実施を求めた「補助金等適正使用ガイドライン」に定める各項目を実施し遵守する。 
特に、国庫補助金等の適正な運営・管理を行うためには、 
 助成金に関する実務を担当する職員１名を専属で充てることとし適正な管理を図る 
 予算執行を適切かつ効率的に管理するとともに、担当役職員と強化スタッフ等、当事者以外に
よるチェックが有効に機能する財務会計システムを構築する 
 支出財源を特定し、予算執行、事業計画の遂行状況を確認する  
 ルールと運用実態が乖離していないか、適切なチェック体制が保持出来ているか、常に見直す 
などを既に実施或いは今後実施してゆく。また不正防止のためには、 
 国庫補助金等の適正な管理のため、「強化留保金」の部分で後述するように、コンプライアン
ス専従職員を配置する措置を取った。 
 
３． コンプライアンス担当理事及びコンプライアンス委員会の設置 
助成金等の受け入れなども含むコンプライアンスを徹底するため、コンプライアンス担当理事とコ
ンプライアンス委員会を設置する。担当理事はコンプライアンス全般にかかわる事項を所管し、コン
プライアンスに関する各種施策の立案及び実施の責務を有する。 
担当理事はコンプライアンスに関して、①施策の実施の最終責任者であると同時に、②違反事例の
対応の統括責任者、すなわち監察を担当し、③理事会に対するコンプライアンスの状況の報告の責任
も持つ。 
また、コンプライアンス委員会は、①施策の検討と実施、②施策の実施状況のモニタリング、③違
反事案についての分析・検討、④違反再発防止策の策定を行う。これらの施策は平成２５年９月より
実施の予定である。 
 
２．１ 問題の認められた助成金６，０５５万円について、（独）日本スポーツ振興センターとの協議が整い次第
速やかに返還すること。 
 
「問題の認められた助成金 6,055万円について、独立行政法人日本スポーツ振興センターとの協議が整
い次第、同センターに対する返還を速やかに実施すること」については、以下のような措置を講じた。 
 
 全柔連が設置しその結論を受け入れた「振興センター助成金問題に関する第三者委員会最終報告書」
に基づき問題があると認められた助成金６０５５万円の返還方法について、全柔連は平成２５年８月９
日に独立行政法人日本スポーツ振興センターと合意し、８月１４日の理事会でこの合意に基づく支払い
を承認した。日本スポーツ振興センターの請求の期限は平成２５年８月２９日であり、全柔連は平成２
５年８月２６日に全額を返還した。 
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２．２ 当該返還により全柔連に生じた損害について、責任の所在に応じた法人としての賠償請求等の措置を
検討すること。 
 
「当該返還により全柔連に生じた損害について、当該問題に係る責任の所在に応じた法人としての賠償
請求等の措置を検討すること」については、以下のような措置を講じた。 
 
１． 全柔連が支払った６０５５万円の補填に関しては、まず「強化留保金」の名目で積み立てら
れていた２３７７万５３１４円をまず充当し補填した。 
２． 次に、「振興センター助成金問題に関する第三者委員会最終報告書」に基づき、理事会がま
ず金員を拠出すべきであるという、平成２５年８月１４日開催の理事会決議により、本件助成金問
題に関与し、或いは然るべき対応をすべきであった個々の理事の責任の軽重の判定に従い、各理事
個人が負担し弁済を行う。責任の軽重の判定は、当該報告書において、問題が指摘された時点の会
長、副会長、専務理事、強化委員長の責任が最も重いとされたことを踏まえて行う。 
３． また、監事についても業務監査に瑕疵があったという理由で金員の拠出を行う。 
４． 理事と監事の拠出金は合計で約１６８０万円である。 
５． ４と並行して、「振興センター助成金問題に関する第三者委員会最終報告書」で指摘された
期間に日本スポーツ振興センターからの助成金を受給した６２名は、受給額の一部を任意で拠出す
る。 
６． ５による拠出金の合計は約２０００万円の予定である。 
７． 上記１から６までの措置でもさらに不足する部分がある場合には、「振興センター助成金問題に
関する第三者委員会最終報告書」により問題が指摘された時点の会長、副会長、専務理事、強化委
員長が最終責任を負って弁済する。 
８． 問題の認められた６０５５万円の助成金の日本スポーツ振興センターへの返還に関しては、
全柔連は一切負担せず、この件の処理のために全柔連が立て替えた金額は、平成２５年度中を目途
に全額を補填するものとする。 
 
２．３ 「強化留保金」は直ちに廃止し、再発防止策を徹底すること。 
 
「『強化留保金』は直ちに廃止し、再発防止策を徹底すること」については、以下のような措置を講じ
た。 
１． 「強化留保金」は廃止済みであり、この口座の残額は平成２５年８月２６日に全額、日本ス
ポーツ振興センターへの返還のために全柔連が立て替えた金額の補填に充当した。 
 
２． 全柔連が団体として直接受領した全ての助成金については、従来から内部の助成金審査委員
会が監事及び公認会計士と連携して支出内容の審査を行っていた。しかし、個人を対象とした助成
金については、従来は日本スポーツ振興センターと受給者個人との関係として法人としての全柔連
が適切に関与せず、助成金審査委員会の審査対象に上ることはなかった。今後は個人対象の助成金
についても審査対象とし、このような事案の再発防止を徹底する。 
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３． 今回問題となった留保金や積立金の再発を防ぐため、平成２５年８月２６日に事務局内にコ
ンプライアンス担当の専従職員を置いた。当該職員はコンプライアンス担当理事の指示に従い業務
を遂行し、「強化留保金」のような不適切な助成金の使用を予防するための役割を果たすものとす
る。 
 
３．１ 一連の事態について、執行部（会長、専務理事、事務局長）、理事会、監事、評議員会の各機関におけ
る責任の所在を明らかにし、これに応じた適切な措置を講ずること。 
 
「今回の一連の事態における執行部（会長、専務理事、事務局長）の関与並びに一連の事態が明らかに
なって以降の執行部、理事会、監事、評議員会の対応について、各機関における本件に係る責任の所在
を具体的に明らかにし、当該責任の所在に応じた適切な措置を講ずること」については、以下のような
措置を取った。 
 
全柔連は、「監督による暴力など不当行為に関する問題」、「助成金の受領に関する問題」に関しそ
れぞれ第三者委員会を設置し、執行部（会長、専務理事、事務局長）、理事会、監事、評議員会の各
機関、及びその他の関係者の責任の所在を明らかにするため、事実関係をできる限り客観的に把握す
るよう努めてきた。 
事実関係の認定では、これらの第三者委員会の最終報告、及び暴力問題に関して出されたＪＯＣの
勧告書を判断の基準として依拠する。 
 
１．執行部、理事会、監事の責任と措置について 
執行部、理事会、監事の機関として、及び執行部、理事、監事各員の責任に関して、監事は上記の
事実関係の認定に基づき各機関の責任の所在について平成２５年８月２１日開催の第８回臨時理事
会で報告した。これに従って上記各機関は以下の措置を講じた。 
① 執行部 
代表理事である会長と業務執行理事である専務理事、それに執行部の一員である事務局長は、一
連の事件に関する対応について以下の点を監事から指摘された 
暴力問題に関しては、 
 暴力的指導が許されないものであることは執行部も十分認識していたが、問題の本質につい
て、特定の選手に対する特定指導者による身体的な暴力行為としてとらえ、個別的・局部的な事
案としての対応を行い、全柔連全体の組織的問題として深刻に把握する視点を欠いていたこと 
 特定の加害者から特定の被害者に対する謝罪、並びに被害選手からの個別的な宥恕という手
順をもって問題が解決したものとして処理してしまい、当該個別事件のみの処理で終了させてし
まったこと 
 このため被害者側の怒りが増大して、外部への公表へと繋がっていったものと考えられ、本
件問題に関して執行部の認識は不十分であり、その行動は緩慢であったと言わざるを得ないこと 
 暴力の問題を、全柔連全体における組織的・体質的問題として捉える視点を欠いていたこと 
 
助成金問題に関しては、 
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 執行部は、従来の慣行や実情にかかわらず、事実の確認をするとともに改めて助成金の本来
の目的に思いを致し、その問題点とそれに関して発生する可能性の有るリスクに気付き、その防
止策を取るべきであったがそれを怠ったこと 
 個人を対象とした助成金に関しても公金としての助成金であることについての認識をはっ
きりと持ち、助成対象指導者に対して指導等をなすべきであったにもかかわらず、それを怠った
こと 
が指摘された。 
 「強化留保金」の問題については、第三者委員会から指摘を受けたような不適切な管理実態
に至ったことについて、金銭の管理を担当していた強化委員長の責任が最も大きいが、強化スタ
ッフの間での問題であるとはいえ、その原資のほとんどが助成金から拠出されていた資金である
ことから、このような状態にいたるまで気がつかず、結果として不適切な管理実態を招いたとい
う意味で、執行部の責任は免れない。 
 
執行部の責任に関する監事の意見表明における指摘は以上であるが、このほか「助成金の受領
に関する問題」に関する第三者委員会の報告書の内容について、理事会に諮ることなく再三「修
正」を求めたこと、本年５月２日付の公益認定等委員会の報告要求書に関し理事会に諮ることな
く不適切な回答を提出したため再度の報告を求められたことなど、法人のために忠実にその職務
を執行してきたとは言い難い点があったと言わざるを得ない。 
 
このため、会長、専務理事、事務局長はそれぞれの責任を取って平成２５年８月２１日の第８
回臨時理事会終了後に辞任した。 
 
２名の副会長は業務執行理事ではないが、上記の一連の事態に際し会長への補佐が不十分であ
った事を監事から指摘されたために平成２５年８月２１日の第８回臨時理事会終了後に辞任し
た。 
 
② 理事会 
理事会は、定款に定める職務上の義務を充分に果たせなかったことが監事から指摘された。 
暴力問題に関しては、 
最初の暴力的指導事件が本連盟の理事の所属先に属する選手を対象にしたものであり、かつ事
件が平成２４年１０月に発覚して以降も、当該暴力問題に関して理事会で論議することもなく、
その後さらに事態を拡大・悪化させたことについて理事会の責任は免れない、 
と指摘された。 
また、助成金に関しては、 
「強化留保金」は、日本スポーツ振興センターからの個人に対する助成金を強化スタッフ間で
互助会的に集めて活用していたもので、理事会においても強化委員等に就任したことのある理
事以外は全くその存在を知り得なかったものであり、執行部および強化委員会関係以外の理事
には、強化留保金の拠出や管理に関しては直接の責任は無い、 
と認定しながらも、 
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理事会は直接には関与していないものの、全柔連の事業を展開する上で、各方面・各機関から
の助成金等の収入に関する問題は、法人の運営基盤に関わる重要問題であり、これらのことに
関して無関心であったということにおいて不作為の責任がある、 
と指摘された。 
 
 監事の意見表明における指摘は以上であるが、この他、執行部が「助成金の受領に関する問題」
の第三者委員会の報告書の内容について、理事会に諮ることなく再三「修正」を求めたこと、ま
た執行部が本年５月２日付の公益認定等委員会の報告要求書に関し理事会に諮ることなく不適
切な回答を提出したため再度の報告を求められたことなどに関しても、執行部を選定し、且つそ
の業務執行を監督する責任を有していた理事会として、責任を十分果たし法人運営を適切に遂行
することができなかったと言わざるを得ない。 
 
このため、以上に述べたような理事会としての責任の所在を明らかにし、それに対処するため
理事会は以下の措置をとった。 
自らの責任を取るための措置として、平成２５年６月２５日付で新任された理事６名を除き、
２３名の理事全員が平成２５年８月２１日の第８回臨時理事会終了後に辞任した。 
 
③ 監事 
監事３名は、上記で指摘した一連の事件に関する執行部および理事会の懈怠を迅速に正せず、
定款に定める理事の職務の執行の監査などその職務上の義務を適切に行えなかったことを自ら
指摘し、その責任をとる措置として平成２５年８月２１日の第８回臨時理事会終了後に辞任した。 
 
２． 評議員会の責任と措置について 
評議員会は理事・監事の選任及び解任の権限を有するガバナンス確保のための最高の責任を負う機
関であり、その責任に関しても第三者委員会の最終報告により指摘されている。評議員会の責任に関
しては法の趣旨により理事或いは監事が問うべきものではなく、評議員会自らが問うべきものである。 
評議員会は平成２５年８月２１日、全柔連全体のガバナンスを高め公益認定を受けた法人として事
業を適正に実施し得る体制を再構築することを目指した定款の改正案を可決するとともに、一連の事
態に於ける自らの対応の検証とその責任を問う議論を行った。 
定款の変更では、公益認定を受けた法人の最高議決機関として評議員会が十分に機能するよう、現
在５０名から７０名となっている評議員の定数を削減する措置をとり、その機能を適切に発揮するた
めの改革実施に向けての道筋をつけた。また、理事会の機能を適正かつ活発化して公益法人としての
ガバナンスを高めるため、後述する常務理事会を定款上に明記し位置づけを明確にするための変更を
行った。 
一連の事態に対する自らの責任に関しては、評議員会が最高議決機関として、理事会と監事の責任
を適切な時期に問うことができなかった責任を負っているという点で多くの評議員の見解が一致し
た。それに対する措置として全評議員が即刻辞任すべきだとの提言も出たが、新体制の理事会・監事
の方針を斟酌し、それに沿った形での改革を評議員会自らが行う道筋をつけてから辞任する方が建設
的だという見解も出された。 
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評議員は、いつでも辞任して自らの責任を明らかにするという覚悟を持ちつつ、まずは定款変更に
より定数が削減となった評議員会の改革を、新執行部と十分な意見交換を経て実施する道筋をつける
ことを迅速に行うべきであるということに議論が収斂した。評議員会の改革は、後述する改革委員会
（本年９月２日に第 1回会合を開催）により進め、本年末を目途に改革を完了する方針である。 
 
３．２ 執行部（会長、専務理事、事務局長）、理事会、監事、評議員会の各機関が期待される責務を適切に果
たし、法人としての自己規律を発揮することにより、公益認定を受けた法人として事業を適正に実施し得る体
制を再構築すること。 
 
「執行部、理事会、監事、評議員会の各機関が期待される責務を適切に果たし、法人としての自己規律
を発揮することにより、公益認定を受けた法人として事業を適正に実施し得る体制を再構築すること」
については、以下のような措置を取った。 
 
 全柔連は、法人としての自己規律を発揮し公益認定を受けた法人として事業を適正に実施し得る体制
を再構築するために、以下の具体的な方策と手段を実施した。 
１． 外部理事の選任 
全柔連内部の「仲間意識」が不祥事の要因となったことを重視し、外部の視点を導入して法人と
しての健全な運営を回復し確保するため、平成２５年６月２５日の評議員会において、全柔連及び
柔道競技と関係を持たない橋本聖子（参議院議員、ＪＯＣ理事、オリンピアン）と藤原庸介（ＪＯ
Ｃ理事、日本オリンピック・アカデミー副会長）の２名を理事として選任した。 
 
２． 女性役員の選任  
近年女子柔道選手の活躍には目覚ましいものがあるが、女性の視点を組織の運営に反映させ、多
様性の確保を通じて法人としての健全な運営を回復するため、平成２５年６月２５日の評議員会に
おいて女性理事３名を選任した。この３名は田辺陽子（日本大学准教授、オリンピック・メダリス
ト）、北田典子（団体役員、オリンピック・メダリスト）、谷亮子（参議院議員、オリンピック・メ
ダリスト）である。また、平成２５年８月２１日の評議員会では、監事として山口香（筑波大准教
授）を選任した。 
全柔連では１９４９年の創立以来、女性役員の選任は初めてであるが、今後は１９９４年に第１
回世界女性スポーツ会議に於いて採択された、スポーツのあらゆる分野での女性の参加を求めた所
謂「ブライトン宣言」の精神を尊重していく。 
 
３． 常務理事会の設置  
会長、専務理事、事務局長が「執行部」として日常業務を執り行い、理事会の開催がこれまで通
常年に３回と間隔が長い為に、執行部以外の理事の業務への直接の関与が薄かった過去の業務遂行
体制を改め、理事会が本来の執行機関としての機能をよりよく果たすために、常務理事会を設置し
た。この会は必要に応じていつでも開催できる規定になっており、理事会の責務として行うべき業
務を見極め、事前準備を的確に行うことにより、理事会が円滑かつ迅速に業務を行えることを目的
にしたものである。多様な視点を積極的に導入し適正な運営と方針の策定に資するため、常務理事
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会には外部理事、女性理事及び法曹家である理事の参加を必須とした。 
 
４． 評議員会の改革 
評議員会メンバーのうち１０名を理事会が推薦する現行の仕組みは、理事会を任命すべき評議員
会メンバーを理事会が推薦するという矛盾を孕んでいるという指摘、及び柔道界以外のメンバーが
評議員会に入っていない現状は、外部に開かれた透明性や、機関の独立性を確保する意味から好ま
しくないという指摘などに対処するため、次に述べるような措置を講ずる。 
平成２５年８月２１日に開催された評議員会では上記の指摘に沿った形で、充分な議論が可能な
程度まで評議員定数を削減する定款変更を決議するとともに、評議員会の構成の多様化を迅速に検
討し改革する方針が評議員会によって示された。 
この方針に従って、新理事会は評議員の代表とともに諮り、評議員選考規程などの関係諸規則の
見直しを提案するとともに、評議員会が今後、上記の指摘を反映し、透明性と独立性を保ちつつ、
法人としてのガバナンスを保持する上での最高意思決定機関として十分に機能するように改革推
進に努める。 
このための改革委員会は、評議員４名、専務理事を含む理事数名および事務局長がメンバーとな
って、第１回目の会合が平成２５年９月２日に予定されている。この委員会が今後の評議員会刷新
などの改革の中核的役割を担っていく予定である。 
 
５． 内部通報制度の開始 
全柔連における倫理規定違反や法令等に抵触する可能性のある事案の早期発見と是正を図るこ
とを目的に平成２５年８月１日より内部通報制度を発足させた。通報・相談の対象は全柔連登録者、
全柔連および加盟団体の役職員とし、外部の弁護士事務所（東京都港区西新橋１－２１－８－８０
７所在のあたらし橋法律事務所）を窓口としている。 
 
６． 新たな役員体制の発足 
法人としての自己規律を発揮するため、平成２５年８月２１日、会長、副会長、専務理事を含む
理事全員（平成２５年６月２５日の評議員会において選任された理事を除く）が辞任した。また監
事も同日全員が辞任した。これに伴い平成２５年８月２１日評議員会が開催され、新理事（一部再
任を含む）、新監事（一部再任を含む）が選任され、公益認定を受けた法人として事業を適正に実
施し得る体制の再構築に向けてスタートを切った。新理事会の体制は、添付資料⑤のとおりである。 
新体制では、会長に宗岡正二新日鐵住金会長兼 CEO、専務理事に元大阪府警本部長の近石康宏ト
ヨタ自動車顧問、副会長に柔道金メダリストの山下泰裕東海大学副学長、事務局長に宇野博昌前理
事がそれぞれ任に当たる。それぞれ異なった分野の者が執行部として任に当たることにより、法人
としての自己規律の復活を図る。また、コンプライアンスの改善を視野に元広島高検検事長の梶木
壽防衛省防衛監察監を理事に任命したほか、監事には女子柔道選手暴力問題の解決に尽力し柔道界
の改革を主張してきた山口香筑波大学准教授を充てるなど、公益認定を受けた法人として事業を適
正に実施し得る体制の再構築に向けた体制を敷いた。 
 
７． 新執行部の方針 
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「子どもたちが再び、胸を張って道場に通えるような柔道を取り戻す」をスローガンにして、公
益認定を受けた法人として、ガバナンスを確保し事業を適正に実施し得る体制を再構築するという
観点から、以下の項目を優先して実施してゆく方針である。 
 
 定数削減を含む理事会と評議員会の改革を断行し、それぞれの機関を活性化させ、本来求めら
れている機能を充分に発揮できるようにすること  
 旧執行部による改革改善プロジェクト全体の進捗状況の点検と個々の計画の整合性の見直し 
 事務局機能の強化と、合理的かつコンプライアンスに則った業務遂行体制の再構築 
 専門委員会制度を見直し効率化して、個々の委員会が十分に機能を果たすように改善すること 
 選手、指導者、所属チーム、地方の柔道連盟などと全柔連との意思疎通のあり方を改革するこ
と 
 柔道を取り巻く多様なステークホルダーの意見を聴き、連盟の運営に反映させること 
 国際柔道連盟との連携を強化し、十分な国際的発言力を持てるようにすること 
 
４．１ 上記の措置を平成２５年８月末日までに講じ、行政庁に報告すること。 
 
 勧告の趣旨に沿って記載の措置を講じた。改革は現在進行中のものもあり、また新執行部の手で新たに
計画されているものもあるが、現在の状況を上記のとおり報告する。本報告の内容は本年８月２１日開
催の第９回臨時理事会で各理事に説明の上、議決を経たものである。 
 
４．２ その後おおむね半年ごとに２回、勧告の内容に沿った具体的施策及びその達成状況を報告すること。 
 
 本報告書は、理事、監事の新体制が成立して１０日後に提出するものであり、内容は旧体制下での施
策が内容の大半を占めている。今後、新体制の下でガバナンスの再構築のための改革を迅速かつ着実に
進め、そのための措置を実施することは、法人としての全柔連とその新執行部に課された重大な責務で
ある。一連の事態により、公益法人としての全柔連が、ひいては柔道が国民からの信頼を失った面が大
きいことを直視する必要がある。このためには、全柔連の定款、関係規程類や仕組み、業務実施体制の
改革とともに、関係役職員全員の意識改革を迅速かつ具体的に進めなければならない。それらの具体化
と実施を急ぎ、その進捗状況を報告するため、次回は本報告提出の３か月後（平成２５年１１月末日）
を目途に達成状況の報告を提出したい。 
 
（以 上） 
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2013 年 6 月 25 日以前 
1. 会長 上村春樹  
2. 副会長 藤田弘明 九州 
3. 副会長 佐藤宣践 学柔連 
4. 専務理事 小野沢弘史  
5. 理事 髙梨幸輔 北海道 
6. 理事 國安教善 東北 
7. 理事 須坂春樹 関東 
8. 理事 五十嵐寛司 北信越 
9. 理事 瀬古修 東海 
10. 理事 河﨑武夫 近畿 
11. 理事 中谷雄英 中国 
12. 理事 髙木謙治 四国 
13. 理事 郷田博史 実柔連 
14. 理事 保坂慶蔵 高体連 
15. 理事 山下泰裕  
16. 理事 川口孝夫  
17. 理事 小俣幸嗣  
18. 理事 細川伸二  
19. 理事 斉藤仁  
20. 理事 宇野博昌  
21. 理事 尾形敬史  
22. 理事 松井勲  
23. 理事 大作晃弘  
 
1. 監事 三宅雄一郎  
2. 監事 竹内元彦  
3. 監事 住田笛雄  
 
2013 年 6 月 25 日～8月 21 日 
1. 会長 上村春樹  
2. 副会長 藤田弘明 九州 
3. 副会長 佐藤宣践 学柔連 
4. 専務理事 小野沢弘史  
5. 常務理事 藤原庸介 外部 
6. 常務理事 山下泰裕  
7. 常務理事 小俣幸嗣 総務委員会 
8. 常務理事 斉藤仁 強化委員会 
9. 常務理事 大作晃弘 法曹関係 
10. 常務理事 北田典子  
11. 常務理事 田辺陽子  
12. 理事 髙梨幸輔 北海道 
13. 理事 國安教善 東北 
14. 理事 須坂春樹 関東 
15. 理事 五十嵐寛司 北信越 
16. 理事 瀬古修  東海 
17. 理事 河﨑武夫 近畿 
18. 理事 中谷雄英 中国 
19. 理事 髙木謙治 四国 
20. 理事 郷田博史 実柔連 
21. 理事 本橋順二 中体連 
22. 理事 保坂慶蔵 高体連 
23. 理事 川口孝夫  
24. 理事 細川伸二  
25. 理事 宇野博昌  
26. 理事 尾形敬史  
27. 理事 松井勲  
28. 理事 橋本聖子 外部 
29. 理事 谷亮子  
 
1. 監事 三宅雄一郎  
2. 監事 竹内元彦  
3. 監事 住田笛雄  
 
2013 年 8 月 21 日以降 
（下線は 6月 25 日新任者以外の留任者） 
1. 会長 宗岡正二  
2. 副会長 山下泰裕  
3. 専務理事  近石康宏  
4. 理事 山本典夫 北海道 
5. 理事 國安教善 東北 
6. 理事 中嶌和久 関東 
7. 理事 五十嵐寛司 北信越 
8. 理事 瀬古修  東海 
9. 理事 平岡康司 中国 
10. 理事 松本澄夫 四国 
11. 理事 中島祥雄 九州 
12. 理事 和田慶宏 実柔連 
13. 理事 髙木長之助 学柔連 
14. 理事 中右次泰 高体連 
15. 理事 本橋順二 中体連 
16. 理事 藤原庸介  
資料 6
83競技団体のガバナンス回復過程の検証
17. 理事 橋本聖子  
18. 理事 北田典子  
19. 理事 田辺陽子  
20. 理事 谷亮子  
21. 理事 川口孝夫  
22. 理事 細川伸二  
23. 理事 大作晃弘  
24. 理事 梶木壽  
25. 理事 友添秀則  
26. 理事 宇津木房夫  
 
1. 監事 金子正志  
2. 監事 山口香  
3. 監事 住田笛雄  
